
Title 地域社会教育計画にたいする社会教育研究者集団の寄与について

Author(s) 高倉, 嗣昌

Citation 北海道大学教育学部社会教育研究室報, 1975, 69-73

Issue Date 1976-03

Doc URL https://hdl.handle.net/2115/28577

Type departmental bulletin paper

File Information 1975_P69-73.pdf

Hokkaido University Collection of Scholarly and Academic Papers : HUSCAP



社会教育行政

地域社会教育計画にたいする
社会教育研究者集団の寄与について

社会教育研究室効手高倉踊 畠

1 社会経済の最況の動向と地域社会教膏計画の重要性

最近の8本の社会・経済をみると、とぞって低成語翼手代への対応、に追われているようである。

それは、高度経済成長政策による蛮みの是正という要因を加え、一層きわだってみえるのである。

地域をみると、高度成長政策の結果破壊されてきた地域社会の再建策がその具体的あらわれと

いえる。す念わち、国レペルのコミ a ニティ諸政策、生涯教育論の立場からのシステム化念どが

それである。とれらのうどきを積極的K評価するにぜよ、消極的に評価するにぜよ、地域社会教

育計画の立案、編成が従来より「層建婆念意味をもづてきているととは間違い念v>o

しかし、従来念されてきた滋域社会教育計画をみると、実体を;1:していると評ぜられるものは

むしろ稀とhってよい。とのととは、社会教育計画κ寵する理論的実践自曙積が決して重量奮とは

いえず、とれまでの索蒙念積み上げをふまえて、とれから構築し念くてはをらぬ側首is多い分野で

あるととを意味している。しかも、土来の背景を考えるとき、それはくずれて 19 7 ()年代に適

応した内容のもので念くては念らをい。

2 S市からの助言要誇とわれわれの考え方

北海道北部に位寵する 8万都市A市から市民大学講座開設にさ当って、当研究室に助言言要請があ

ったのは、 1で述べたよう念社会教育計画の理論化と実践の必要性を感じているときであった。

われわれは、一地域の具体的問題であるだけκ困難ぎを認識ぜざるをえ念かったが、とれにい

どんでみるととにした。それは、北海道内で数少念h社会教育研究集団として、地域からの求め

に応ずるととに積穣的であるべきであるととと同時に、社会教育計画の理論化と実接の方途を、

われわれみずからの課題として主主体的に追求する格妻子の機会でもあるからであった。

われわれは、市民大学を実現するためのわれわれの役割が、当然のとと念がら住民犯対する倒j

iIn援助にとどまるべきととをふまえたうえで、一連の調査を行主主い地域の実態を可能柿艮b把握

し、よ bよい助言をするための有力念材料とした。

その調査内容は、む、 A市の教育、特に社会教育の到逮点を明らかにする、@‘ A市の下部構

造(産業・経済)の笑態を把握する‘⑥、 Arn住民の意識構造をとらえる、ととである。
さらに、われわれの現地1'L:lo"-ける行動カミ単に助言ををすための取材活動の段階κとどまらず、

住民の市民大学への関心を高めたり、住民κよる市箆大学の計画段階への積極的参加をう念がす

念どの実践活動に結合ずるよう配慮をはらった。

その内容は、心、北大から講師が出向いて社会教育計闘立案に関連するシンポジウムを実施す

る、~、われわれの行念う調査に住民も調査協力員として参加してもらう、ととであるロ
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3 調査結果の概要

イ A子宮の社会教育の到達点

積極国として指摘できる点として、む、とと数年来、社会教育関係予算や職員が水準以上氏

投入されてきて:t'!? ，住民の間vc社会教育をささえる階層のー珪の蓄積がみられる(と〈に社
会教育委員会議は活発で、市民大学開設計磁の発織から具体化設で、主導的役割をはたしてき

た。詳し〈は付参照 )0@、市民大学開設の提案が、一民間人から念された経過があ b、その

他の市町村で開設さ打ている成入学校の延長的念市民大学の枠をとえる斬新左考え方も含まれ

ている(詳し〈は付参照〉。

他方、関係施設は概して中途半端で、団側舌動もとくに活発とはいえず、事業は細分化され、

一世行政で没されていみ社会教育関係事業の比重が高い(予算規模で教育委員会の社会教育予算

を止週る・・昭和 50年度予算)し、最近農民大学、農業学園が、縮少や休閣に追いとまれた

状況もあれをた市民大学の計画κしても、概して行政主導君主で、住民tてとってすぐれて教育

的?を課題を、行政的側面から解決を計ろうとす忌傾向が強い、友どの限界もみられる。

口 産業・経済面の実態

農林業が基盤であるが、農業はその立地条件から需要供給の調整弁的役割をはたす低位不安

定生産地域κ属し、政策と〈に農業政策の影響をうけやすい。基本法農政や米の生産調整は大

量の離農と出稼ぎ化をもたらした。

地場の農林建物を原材として立地してきた工業(林産物加工、食品工業)はのび左やんでい

るし、農家の需要vc制約される商業も、卸売部門の大巾後退をはじめ、線少傾向にあみ。運輸
業も客貨とも不振tてなちいっている。

ハ住民の意識構造については、次のよう左傾向がみられる

産業経済のとのよう左危機的状況の下で、住民はそれぞれ倒別的に克服する努力をはらって

いる邸皆にとどまってなれ住民の連帯の下での克服の志向は不充分にみえる。

例えば地域的(合併前の!日町村単位 )VCも階層的(俊代、男女別)にもパラパラで、 A市が

将来依拠すべきと考える基幹産業も階層別にまちまちであるし、住民寸しと在って刻誠課題

K積極的κと!?<もうという姿勢は充分とはいえず、階層間相互Kその中心的vc1.1:v>手のゆず
りあいをしている様子もみられる。さらに、農協、商工会の中にも保守性や消極性が残ってい

るようであゐ。

結局、地域開発の拠点にをったとともなく、都市問題が顕在化してい念い地域であるためか、

住民遂動念どの経験と蓄積の機会K乏しし社会・経済の急速念変化への対応カ涜会Kでき念

いでいるのである。

zしかし、新しいうどきもいくつか指摘できる。住民は地域社会の危機的状況を少くとも潜在

的には自覚してなれより顕在的Kは、戦後の教育をうけた若手を中心とする積極的学習活動

念どが茅ばえつつあるし、部落会逮営1.1:ども、民主化の側部がみられる。

以上三つの角度からA市を概観すると市民大学の開設に意欲的にと bくんでいるA市の現実

的意味はなのづと明らかであろう。
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4 助言の内容

われわれの得た資料を分析し、現地住民tの検討会念どをへて、時間的、調査内容的諸制約の

中でいえる限bVC l;'いて、第一寸回問の助言をまとめた。市民大学開設にあたっての課題として提

起した骨子は必よそ次のようである。

イ 来ゐベき社会変動下でをすます分極化・孤立イヒせしめられる方向でなそいかかるであろ号務

代的貧顕化κ対し、住民の物心両留の生存権を守b育てる、という中身をもった住民自治の伸

長を基本視点に卦くとと。

口 Arおの直面している現状と今後予想、される盟難宏事態に対し、地域住民会員が共通認識をす

るための共同・統一中習の展開を計るべきとと。

ハ 3万都市のもつ有利性を最大騒主主かしつつ、旭川!簡と道北閣との経済・社会・文化の結節地

域をゐぺき方向性を志向すべきで、そのためのA市の将来像に対する到階康的合意形成の努力

がはらわれ念〈ては走ら念い。

ニ とうした住民の全階層的合意及びそれK接近する実践的過程にないて、 A市の地域の集団的

担い手J蓄の若がえ bがはかられるべきとと。

ホ 公的社会教育は、市民大学開設にあたって、統一を強調するあま b、階層別の多彩念学習活

動の蓄積や要求κ対して形式的をシステム化・結合化をはかる方向にがちいるとと念〈‘各階

層の独自要求により教育的κと?とえてゆくとと(とれは上来の基本視点、課題を学習の統一祝

点として明確に位置づけるととKよって可能VCt.rるのだが)を課題とすべきであみ。

へ 社会教育計麗樹立にあたっても、住民参加をあくまでも基本にお母、教育にbける住民自治

の姿勢をつらぬくととに最大の力点がなかれるべきである。

以下、ーへの観点から、組織論、学習内容論、方法論の側面について、具体的提案をい〈っかお‘

ζ在っているが、ととでは省略する(詳し〈は拍手良地域社会教育計画K関する一試論一教育学

部紀婆第 27号を参照されたい)。

5 社会教官研究者集団の寄与

とうしたわれわれの助言、そとにいたる調査員程で行走った実践が、どううけとめられ発展し

てゆ〈かは、住民次第といえよう。住民みずからがみずからの力でつく bあげてゆ〈過程ζそが

大切念のであり、大学からの援助をど念くともやってゆけるととカ哩怒ともいえよう。

だからといってわれわれは、 ζ うした点に無責任であってよいわけは念いo ::Tl;'いに住民に役

立つものをうちだしてゆか在〈ては授らをい。しかし、長年住んでいる人々と清を並べられるよ

う在地域認識に到逮すゐことは容易では念し短期的と b<みではいきない抽象的念内容の助言

や、行事中心の実践に念らざるをえt.rlno 

市民大学を住民みずからがみずからのカでつ<bだしてゆ〈方式は地域によって多様であり、

もともと一つの方式K統合化されるべき性質のものでは念いが、しかし、多〈の例をみるととに

よって、学ぶとともでき、よ b適合した方式をそれらの中からみいだすとともできるはずである。

現実は、住民が地域社会教育計画κ多様κ、浅〈とり〈んではいても組織的Kとb<んだ例は
少左ししたがってきわめて断片的念比較しかでき念い。

われわれはそうした断片的念情報を集め、をた、組織的κとb<まれている数少をい例に注目
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し、対象地域の市民大学を住民とともに生みだしてゆく過程K参画するととによって、地域の学

習活動の発援に寄与するとともに、他域への比較・応用の範函を、見定めかつ拡大してゆくとと

が、社会教育の現場とのかかわりにbいて最重姿宏役割といえる。

そうした意味で、われわれは事情の許す眠れ多くの地域の社会教育計磁立案編成を見かつ学

ぶべき念のである。学習内容が決定した後の大学におpけみ専門家の寄与は市民大学の実施課程に

ないて不可欠であるが、より基本的走市民大学をうみだしてゆ〈過程での寄与は、社会教育研究

者集団K謀ぜられた特有の課題であると考えていみ。そしてとのとととそが、社会教育研究にな

いてすぐれて現代的課題をのでは念いだろうか。

イサ A市民主pけ為市民大学講座開設計麺の経過と内容(研究室が助言を求められるまでの)

1 r市民大学構想Jの発案、討議経過
A市liC:b~けゐ「市民大学構想 j は、昭和 4 6年、社会教育委員の一員が、社会教育委員会議

IiCIi'夢幻rA市市民大学講座 j私案』在るものを提起した ζ とに始る。
その内容をみると、日的は、

l 一環した総合的生涯教育の実施

2 市民講~行事動員数の飛緩的増加

8 市民憲章の完全実践

4 住民参加の市政、無関心派のー稀

と念っている。さらに、入学資格、修学年限課程なよび資格の称号、単位、講座の例示をど広

範 Kその構想、をうちだしている。いわば社会教育総合計画であふ。

提案者のヨ考え方の特色は、第一に、既存の公教育的念学習活動、例えば政党や労組、企業、

宗教団体念どが行君主う学習活動に変るまで、はては健康の定期検診、選挙の投票、納税念どを

も住民の広い意味での学習活動としてとらえ、市民大学講座の中にと bとんでゆとうとする点、

第二は、学習者のはげみと1.1:ゐょうさt諸々の手段、例えば、農業関係の学習を一定時間行在っ

た考κはこ級農学士を、更に時間を重ねると一級に昇級するといった称号と級を設定するのみ

か、それらを広報紙に記載し?とb、表彰したb、パッデ、認定証の授与、さらには就職や昇進

友どの婆件としようといったととを考えている点であゐ。

これはー私案のままに長かれていたが、昭和48年度に歪り、教育委員会は、社会教育振興

の見地から、「それぞれの時期になける生涯教育の体系化 Jについて、社会教育委員会議に諮

問した。社会教育委員会議は、その年度の答申の中に、市民大学開設の必要性をも bζんだの

である。昭和4¥}年度、その答申をうけて再度教育委負会は、それをさらに具体化すべ〈、前

年同様の標語ぎの諮問のサブタイトノレとして、「市民大学講座開設のあ b方についてJを付加し

たのである。とこに至って、その検討の素案のー材料として、『夢幻「市民大学講座J私案J

が公式K社会教育委員会議の舞台K再登場せしめられる ζ ととさtったのである。

2 社会教育委員会議の答申の内容

答申は、「生涯教育のそれぞれの時期K辛子けゐ教育活動の体系化についてJとして、自擦を

市民憲主義の完全実施Kなき、具体的左や b方として市民大学開設を位蜜づけるが、そのあ b方
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として、次の三つの点を述べている。

1 分立傾向Kある市の行政の総合化をはかb、タテ割台行政、ヨコ鋭り行政の新しい形怒

の調和をはかる。

2 従来の行政や各社会教育施設又は社会教育関係団体、企業体の行宏う学級講座を「集大

成Jする。

3 m民大学開設条令を制定する。
そして 50年度を研究調査期間とし、 5 1年度から実施したいとしている。

開設方法は、 rA市市民女津開設要領案JVてまとめられている。
特κBをひくのは次の諸点である。

1 市民代表(教育委員会が選任Hてよみ運営委員会を設置し、ぞとで学習活動を行をう機

関を認定する。

2 社会教育施設、民間企業体または団体治活十甑tE継続的に開設するものが基本と念るo

s 市民K在学証及び生徒手I援を交付する。

4 佳の課程を修得した者κは認定証を授与し、人材銀行に登録するとともに、広〈周知

し、市内になける社会教育の講師としても活用する。

5 学級、講座をどの受講者は、その成果が職場になける優位的条件と念るようはたらきか

ける。

6 優良受講者の表彰、道内・道外・海外研修の機会を与える。

-73-


